
制定されました。

　平成22年度決算に基づく品川区の健全化判断比率は下表のとおりで、いずれの比率も早期

健全化判断比率を下回っています。

※「－」は、赤字でないこと、或いは、将来負担比率がないことを表しています。

※（　）内の比率は、算出した比率を実数で表したものです。

＜品川区に適用される早期健全化基準等＞

％ ％ ％ ％

％ ％ ％

説　明　資　料

1　実質赤字比率の算定について

　 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。

（家計に例えると、生計の中心を支える方の１年間の収入に対し、支出がどれだけ超過したか

　の割合を計る指標です）

22年度の実質収支は、2,964,325千円（3.26％）の黒字となりました。

実質赤字比率は、赤字の比率を示す指標であり、当区は黒字により「－」表示となります。

△ 千円

千円

　平成19年６月、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下健全化法という）が

　健全化法は、自治体の財政に影響を与えるすべての会計等を対象に、健全性に関する４つの

比率の公表の制度を設け、その比率に応じて健全化を図るための計画を策定する制度を定める

連結実質赤字比率区　分

など、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的にしています。

早期健全化基準 11.25

―

×
2,964,325

一般会計等の実質赤字額

90,819,946

平成22年度品川区財政健全化判断比率

―

【 健 全 化 判 断 比 率 】

財 政 再 生 基 準 20.00

標準財政規模

の黒字 ＝  3.26％

実質赤字比率 ＝

100

350.0

将来負担比率

―

（ △112.8％）

実質公債費比率実質赤字比率

―

（ △125.0％）

0.1％

35.0

25.016.25

35.00

22年度
品 川 区
健 全 化
判断比率

21年度
―

（ △4.77％）

―

（1.0％）

（ △5.40％）（ △3.26％）

（ △3.05％）

1.0％

（0.1％）



算定の基礎数値 (単位：千円)

（1） ＝   歳入決算額　－　一般会計歳出決算額　　－　翌年度繰越財源

（2） ＝ ＋ 臨時財政対策債発行可能額

用語の意義

（1）一般会計等とは、一般会計および公営事業会計に属する特別会計以外の特別会計

（品川区は一般会計のみが対象）

（2）標準財政規模とは、一般財源ベース(特別区税、財調交付金等）での標準的な財政規模

（財調交付金算定の基礎数値に臨時財政対策債発行可能額を加えたもの）

（3）翌年度繰越財源とは、地方自治法規定のほか事業繰越額および支払繰延額の合算

（22年度繰越額は 繰越明許費繰越額 999,330千円、事故繰越繰越額 218,470千円

（4）臨時財政対策債発行可能額とは、地方財源の不足を補てんするための特例地方債

２　連結実質赤字比率の算定について

    全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。

（家計に例えると、家族全員の１年間の収入に対し、支出がどれだけ超過したかの割合を計る

　指標です）

22年度の連結実質収支は、4,904,579千円（5.40％）の黒字となりました。

連結実質赤字比率は、赤字の比率を示す指標であり、当区は黒字により「－」表示となります。

千円

千円

算定の基礎数値 (単位：千円)

136,705,129

連結実質赤字比率 ＝

100  ＝  5.40％

0 1,783,18133,965,244

一  般  会  計

国民健康保険事業会計

0

①-（②+③）

4,904,579

90,819,946

 実質赤字

普通会計と公営事業会計分を合算した連結実質赤字額

82,412,736

標準財政規模

2,964,325

の黒字

普通会計分

　未収入特定財源 △107,682千円）

実質赤字額歳出決算額

90,819,946
×

翌年度繰越額
会計区分

8,407,210

2,964,325136,705,129

① ③②

132,630,686

老人保健医療特別会計 30,702

124,68217,596,940

0

0

35,748,425

30,702

歳入決算額

1,110,118

標準財政規模

介護保険特別会計

190,158,121合 計 196,172,818

17,472,258

1,110,118

132,630,686 1,110,118

△ 4,904,579

32,391後期高齢者医療特別会計 6,059,2316,091,622 0



３　実質公債費比率の算定について

　  借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化したものです。

    普通会計決算の公債費比率は、地方債にかかる元利償還金のみを対象に算出しますが、この

  実質公債費比率は次の要素（準元利償還金）を加えた３カ年平均で算出します。

（家計に例えると、家族全員の借入金（ローン）に対する１年間の返済額が、その家庭の収入

　に対し、どの程度占めているかを計るもので、過去３年間の平均値を用います）

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

　分母・分子とも地方交付税算定に際しての元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額を控除しますが、２３区は総務大臣が定める額を使用します。

各年度の算定

① ～ ⑥ の 合 計  － ⑦　－　⑧

⑨  －  ⑧

３カ年平均値

20年度　0.74271 ＋ 21年度　0.93435 ＋ 22年度　△1.35445
＝

　×　100

0.1％
3 年

元利償還金
(準元利償還金含む）

－

実質公債費比率＝ 

標準財政規模 －

特定財源－



算定の基礎数値 (単位：千円)

① 地方債にかかる元利償還金

⑥ 一時借入金利子

⑦ 特定財源

各年度標準財政規模

４　将来負担比率の算定について

    一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を把握するための比率です。

（家計に例えると、家族全員の借入金（ローン）の総額から、貯蓄等を差し引いた結果、残り

　の借入金の額が、１年間の収入に対してどの程度の割合を占めているかを計るものです）

22年度は、将来負担額に対し充当可能財源が上回る結果となり、将来負担比率は、「－」表示

となります。

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

5,707,263

⑨
94,881,198 94,820,843 90,819,946

⑧ 5,068,469 5,286,670

0 0

0

0

0 0

912,942 1,428,523 58,727

③

⑤

465,501④

4,339,489 4,161,804 3,998,518

②

125.0％分 基金等の
 財源が、将来負担を
 上回っています。

×100 ＝

523,652

9,253

(5,404,398) (8,407,210)

54,295,208－（70,924,569＋153,436＋89,681,414）

額を控除しますが、２３区は総務大臣が定める額を使用します。

0

(8,387,775)

20年度 21年度区      分

0

487,959

22年度

－標準財政規模

将来負担比率＝ 

90,819,946－5,707,263

将来負担額－（充当可能基金＋特定歳入見込額

＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

9,25317,587
満期一括償還地方債の一年あたりの
元金償還金相当額

公営企業債の償還に充てるための一
般会計等からの繰出金

一部事務組合の地方債の償還財源に
充てるための負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公
債費に準じるもの（相手方の履行が
済んでおり、支払のみが将来にわた
り残っているもの）

総務大臣の定める額
（算入公債費等の額）

（うち臨時財政対策債発行可能額）

0

　分子は、地方交付税算定に際しての地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額を、

分母は、地方交付税算定に際しての元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入



算定の基礎数値

（1）将来負担額 千円

(単位：千円)

①

④

⑥

⑦

（2）将来負担額から控除されるもの 千円

(単位：千円)

① 地方自治法第２４１条の基金

② 特定歳入見込額（貸付金返還金）

③ 総務大臣の定める額（基準財政需要額算入見込額）

⑤

70,924,569

153,436

89,681,414

0

24,996,133

0

0

2,469,152一部事務組合の地方債の元金償還に充てるための区負担見込額

54,295,208

（22年度末の品川区土地開発公社からの未引取額および
  社会福祉法人に対する特別養護老人ホーム建設費助成）

0

160,759,419

（一般会計等で負担することが見込まれる特別職および
  一般職の職員全員が23年3月31日に自己都合により退職
  すると仮定した場合に支給すべき退職手当の額）

③

②

債務負担行為に基づく支出予定額

連結実質赤字額

一部事務組合の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等
の負担見込額

設立法人等に対する損失補償のうち一般会計等の負担見込額

26,508,488

321,435

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会
計等からの繰入見込額

一般会計等の平成22年度末地方債現在高

退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額

⑧


